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表紙 （下記の内容を記入して、表紙をつける。） 

授業科目名  (  曜日 時限) 

 

 

タイトル 
（自由につけること） 

 

 

 

Ａ社 

分析企業名 

英語名称 

        上場取引所・市場名 ［証券コード］ 

会計基準： 

決算日：   （年 1回） 

分析期間・分析年度 

５年間 

2015 年度（2015 年 4 月 1 日～2016 年 3 月 31 日）－ 2019 年度（2019 年 4 月 1 日～2020 年 3 月 31 日） 

 

 

Ｂ社 

分析企業名 

英語名称 

        上場取引所・市場名 ［証券コード］ 

会計基準： 

決算日：   （年 1回） 

分析期間・分析年度 

５年間 

2015 年度（2015 年 4 月 1 日～2016 年 3 月 31 日）－ 2019 年度（2019 年 4 月 1 日～2020 年 3 月 31 日） 

 

 

 

 

 

 

学部 学科 学年 

学籍番号 氏名 

 

分析グレード グレード 5 

 



2 

設問①  

 設問②以下の財務諸表分析において経営の実態に即した説明や解釈、評価を行うために、財務諸表分析に先

立って、企業の基本的な利益獲得能力と企業業績の将来的な持続性および成長性に関する、基礎的決定要因と

重要なリスクを明らかにするという観点から、分析対象の企業の会社情報、事業内容、事業の状況、企業理念・

経営理念・使命、経営陣、経営者の将来ビジョン、ビジネスモデル・価値創造モデル、経営戦略、財務戦略、

中長期経営計画、商品・ブランド情報、従業員の状況などについて簡潔にまとめなさい。 

 （記入様式の説明文は消去すること。以下すべて同じ。） 

 

 

有価証券報告書、アニュアルレポート・統合報告書を参照 

有価証券報告書の第 1【企業の概況】の【沿革】、【事業の内容】、【関係会社の状況】、【従業員の状況】を参照 

有価証券報告書の第 2【事業の状況】の【経営方針，経営環境及び対処すべき課題等】、【事業等のリスク】、

【経営者による財政状態，経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】を参照 

 

（注意：有価証券報告書やアニュアルレポート・統合報告書、ホームページなどの文章を、そのままコピーは

しないようにすること。） 

 

 

記述内容の例 

・経営理念・企業理念・企業使命などを簡潔に説明。 

・企業の沿革について、最重要事項などを抜粋した表。 

・経営戦略、中長期経営計画、ビジネスモデルなどを簡潔に説明。 

・事業内容について重要なものを簡潔に説明。 

・企業の主力製品やサービスについても説明。 

・事業等のリスクについても説明。 

・選んだ企業が属する業界に関して、その業界に属する、選んだ企業以外の競合企業名も列挙し、業界シェア

一位の企業名や、業界の特徴・市場環境・最近の動向などについても、簡潔に説明。 

・親会社、子会社、関連会社の状況のうち重要なものを簡潔に説明。 

・従業員数（連結、親会社、全体、正規従業員、臨時従業員）を説明。 

・特徴的な経営手法や重要業績評価指標（ＫＰＩ）がある場合は、それを簡潔に説明。 

 

 

より高度な分析の例 

・SWOT 分析 （強み、弱み、機会、脅威の分析） 

・コアコンピタンス分析 

・競争優位分析 

・５フォース分析 

（既存企業間の競争、新規参入の脅威、代替製品の脅威、売り手の交渉力、買い手の交渉力の分析） 

・３Ｃ分析 （顧客・市場、競合企業、自社の分析） 

・経営戦略分析 

（①成長戦略分析、②競争戦略分析、③事業ポートフォリオ戦略分析、④機能別戦略分析） 

プロダクトポートフォリオマネジメント（ＰＰＭ）分析 

プロダクトライフサイクル（ＰＬ）分析 
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設問② 要約連結財務諸表 （選んだ企業ごとに、以下の表を作成しなさい。） 

  Ａ社    ［22 頁］（数値欄３列目は『財務報告論第２版』参照ページ） ［単位：百万円］ 

連結貸借対照表 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 

 27 年 3 月期 28 年 3 月期 29 年 3 月期 30 年 3 月期 31 年 3 月期 2 年 3 月期 

資産合計   22    

流動資産   26    

当座資産   216, 26    

現金及び預金 ①   26    

有価証券 ②   26    

固定資産   27    

 有形固定資産   27    

 無形固定資産   28    

  のれん   28, 143    

 投資その他の資産   28    

  資金性長期投資資産 ③       

未稼働・遊休・廃止・ 

処分予定事業資産 

  212    

繰延資産   29    

非事業余剰資金資産 ②+③   212    

資金性資産合計 ＝①+②+③       

負債合計   22    

流動負債   30    

短期有利子負債合計       

固定負債   31    

長期有利子負債合計       

有利子負債合計   212, 30, 53    

純有利子負債（ネット・デット）   228    

純資産合計   22    

資本金   32    

資本剰余金   32    

利益剰余金   32    

自己株式（減算）   32    

株主資本合計 ⑪   32    

その他の包括利益累計額合計 ⑫    33    

自己資本 ＝⑪+⑫   212    

新株予約権   33    

非支配株主持分   33    

負債・純資産合計   22    

事業投下資本   212    

当座資産＝現金及び預金＋売上債権（受取手形・売掛金）－貸倒引当金＋有価証券 ［216 頁］ 

資金性長期投資資産＝長期性預金＋投資不動産＋投資有価証券（子会社，関連会社，持ち合い，提携会社の株式を除く） ［212 頁］ 

非事業余剰資金資産＝有価証券＋資金性長期投資資産 ［212 頁］ ,  資金性資産合計＝現金及び預金＋非事業余剰資金資産 

有利子負債合計＝短期有利子負債合計＋長期有利子負債合計 

純有利子負債（純債務，ネット・デット）＝有利子負債合計－資金性資産合計 ［228 頁］ 

事業投下資本＝純資産＋有利子負債－現金及び預金－非事業余剰資金資産－未稼働・遊休・廃止・処分予定事業資産 ［212 頁］ 
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  Ａ社   ［43 頁,60 頁］（数値欄３列目は『財務報告論第２版』参照ページ）［単位：百万円］ 

連結損益及び包括利益計算書 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 

 27 年 3 月期 28 年 3 月期 29 年 3 月期 30 年 3 月期 31 年 3 月期 2 年 3 月期 

売上高・営業収益   50    

売上原価   50    

売上総利益   48    

販売費及び一般管理費   51    

 減価償却費/償却費合計   51    

 研究開発費   141, 51    

営業利益   48    

税引後営業利益（ＥＢＩＡＴ）   212    

営業外収益   52    

営業外費用   53    

 利息費用合計 ①   212, 53    

経常利益 ②   48    

  ＥＢＩＴ ①+②   229    

特別利益   54    

特別損失   54    

税金等調整前当期純利益   49    

法人税等合計   55    

当期純利益 ⑪ 
 

  49, 41    

非支配株主に帰属する当期純利益   56    

親会社株主に帰属する当期純利益   49    

その他の包括利益 ⑫   61, 63, 41    

包括利益 ⑪+⑫   61, 41    

非支配株主に係る包括利益   61, 63    

親会社株主に係る包括利益   61, 63    

  Ａ社    ［79 頁］（数値欄３列目は『財務報告論第２版』参照ページ） ［単位：百万円］    

連結キャッシュ・フロー計算書 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 

 27 年 3 月期 28 年 3 月期 29 年 3 月期 30 年 3 月期 31 年 3 月期 2 年 3 月期 

営業活動によるＣＦ ①   82    

投資活動によるＣＦ ②   83    

設備投資額（有形） ③   220    

設備投資額（有形＋無形）④    220    

フリー・キャッシュ・フロー ①＋②   220, 86    

フリー・キャッシュ・フロー ①＋③   220, 86    

フリー・キャッシュ・フロー ①＋④   220, 86    

財務活動によるＣＦ   84    

現金及び現金同等物の換算差額   85    

現金及び現金同等物の純増加額   79    

現金及び現金同等物の期首残高   79    

現金及び現金同等物の期末残高   79    
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設問③ 財務分析表 （選んだ企業ごとに、以下の表を作成しなさい。） 

  Ａ社     （数値欄３列目は『財務報告論第２版』参照ページ）          

財務分析表 2014 年度 2015 年度 2016 年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 平均 

 27 年 3月期 28 年 3月期 29 年 3月期 30 年 3月期 31 年 3月期 2年 3 月期  

収益性分析        

ＲＯＥ %  211     

売上高最終利益率 %  213     

自己資本回転率   214     

ＲＯＥ［包括利益（親会社株主）］ %       

ＲＯＡ［営業利益］ %  211     

売上高営業利益率 %  213     

総資本（総資産）回転率   214     

財務レバレッジ比率   221     

ＲＯＡ［ＥＢＩＴ］ %  211     

ＲＯＡ［ＥＢＩＴDA］ %  211     

ＲＯＡ［ＥＢＩAＴ］ %  211     

ＲＯＡ［経常利益］ %  211     

ＲＯＡ［当期純利益］ %  211     

ＲＯＡ［最終利益］ %  211     

ＲＯＩＣ %  211     

売上総利益率 %  213     

売上原価率 %  215     

売上高販管費比率 %  215     

売上高総原価率 %  215     

売上高ＥＢＩＴ比率 %       

売上高ＥＢＩＴDA比率 %       

売上高ＥＢＩAＴ比率 %       

売上高経常利益率 %  213     

売上高税引前利益率 %  213     

売上高総費用比率 %  215     

売上高減価償却費比率 %  215     

売上高研究開発費比率 %  215     

販管費対マージン比率 %  215     

総原価対マージン比率 %  215     

償却費対マージン比率 %  215     

売上高営業キャッシュ・フロー比率 %  220     

売上高フリー・キャッシュ・フロー比率 %  220     

自己資本フリー・キャッシュ・フロー比率 %  220     

総資本営業キャッシュ・フロー比率 %  220     

設備投資対営業キャッシュ・フロー比率 %  220     

設備投資対純利益比率 %  220     

利益対キャッシュ・フロー比率 %  86     
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  Ａ社     （数値欄３列目は『財務報告論第２版』参照ページ）            

財務分析表 2014 年度 2015 年度 2016 年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 平均 

 27 年 3月期 28 年 3月期 29 年 3月期 30 年 3月期 31 年 3月期 2年 3 月期  

財政状態分析        

長期的支払能力分析        

自己資本比率 %  217     

総資本負債比率 %  217     

有利子負債比率 %  217     

負債資本比率 %  217     

利息カバー比率 倍  217     

営業キャッシュ・フロー対総負債比率 %  217     

有利子負債平均金利 %  236, 53     

長期有利子負債対最終利益比率 倍  231     

長期有利子負債対フリー・キャッシュ・フロー比率 倍  231     

有利子負債対 EBITDA 比率 倍  231     

純有利子負債対 EBITDA 比率 倍  231     

長期運用安定性分析        

固定比率 %  218     

固定長期適合率 %  218     

短期的支払能力分析        

流動比率 %  216     

当座比率 %  216     

営業キャッシュ・フロー対流動負債比率 %  216     

手元流動性比率（月商ベース） ヵ月  216     

正味運転資本   216     

活動性・能率性分析        

売上債権回転率   219     

棚卸資産回転率   219     

仕入債務回転率   219     

売上債権回転日数 日  219     

棚卸資産回転日数 日  219     

仕入債務回転日数 日  219     

キャッシュ・コンバージョン・サイクル   219     

固定資産回転率   219     

有形固定資産回転率   219     

固定資産回転日数 日  219     

有形固定資産回転日数 日  219     
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  Ａ社      （数値欄３列目は『財務報告論第２版』参照ページ）               

財務分析表 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 平均 

 27 年 3 月期 28 年 3 月期 29 年 3 月期 30 年 3 月期 31 年 3 月期 2 年 3 月期  

従業員 1人当たり指標   138     

従業員数（連結） 常勤職員 （人）   139     

従業員数（連結） 臨時従業員 （人）   139     

従業員数合計（連結） （人）   139     

従業員１人当たり売上高(万円)        

従業員１人当たり売上総利益(万円)        

従業員１人当たり営業利益(万円)        

従業員１人当たり最終利益(万円)        

従業員１人当たり営業 CF(万円)        

従業員１人当たりフリーCF(万円)        

人件費(販管費のみ) (百万円)        

従業員１人当たり販管費内人件費(万円)        

従業員１人当たり資産(万円)        

従業員１人当たり有形固定資産(万円)        

成長性分析   208, 77     

売上高増加率 ――― %      

販管費増加率 ――― %      

人件費(販管費のみ)増加率 ――― %      

営業利益増加率 ――― %      

経常利益増加率 ――― %      

最終利益増加率 ――― %      

営業活動によるＣＦ増加率 ――― %      

フリー・キャッシュ・フロー増加率 ――― %      

総資産増加率 ――― %      

資金性資産合計増加率 ――― %      

正味運転資本増加率 ――― %      

有形固定資産増加率 ――― %      

固定資産増加率 ――― %      

負債増加率 ――― %      

有利子負債合計増加率 ――― %      

短期有利子負債増加率 ――― %      

長期有利子負債増加率 ――― %      

純資産増加率 ――― % 77     

自己資本増加率 ――― % 77     

株主資本増加率 ――― % 77     

利益剰余金増加率 ――― %      

サステナブル成長率 %  233     

従業員数合計増加率 ――― %      

従業員数（連結）（常勤職員）増加率 ――― %      

従業員数（連結）（臨時従業員）増加率 ――― %      
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設問④ 企業価値・株価分析表 （選んだ企業ごとに、以下の表を作成しなさい。） 

  Ａ社      （数値欄３列目は『財務報告論第２版』参照ページ）            

企業価値・株価分析表 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 平均 

 27 年 3 月期 28 年 3 月期 29 年 3 月期 30 年 3 月期 31 年 3 月期 2 年 3 月期  

株式投資指標        

株価 （円）   160     

 (2016/3/31) 

 
     

株価上昇率 ① ――― % 168     

発行済株式総数 （株）   159     

 (2016/3/31) 

 

     

株式時価総額 （百万円）   238, 161     

企業価値（市場評価）（百万円）   228     

剰余金の配当 （百万円）   75, 166      

ＥＰＳ （円）   222     

ＢＰＳ（自己資本） （円）   222     

ＤＰＳ （円）   222     

ＰＥＲ   223     

ＰＢＲ（自己資本）   223     

ＰＤＲ   223     

株式益回り %  225     

配当利回り ② %  225, 167     

配当性向 %  225, 167     

内部留保率 %  233     

株式投資収益率 ＝①＋②   168     

EBITDA倍率法        

EBITDA （百万円）   229     

EV/EBITDA 倍率 （自社）   230     

２社平均の EV/EBITDA倍率 倍  230     

事業価値の簡易概算額 （百万円）   230     

株式１株の価値の簡易概算額（円）   230     

EBITDA ＝EBIT＋固定資産償却額（減価償却費、無形固定資産償却額） ［229 頁］ 

 ＝営業利益＋固定資産償却額 or  ＝経常利益＋利息費用合計＋固定資産償却額   （定義は各自で選んで、明示すること。） 
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  Ａ社      （数値欄３列目は『財務報告論第２版』参照ページ）               

企業価値・株価分析表 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 平均 

 27 年 3 月期 28 年 3 月期 29 年 3 月期 30 年 3 月期 31 年 3 月期 2 年 3 月期  

資本コスト        

法定実効税率 30 ％ 30 ％ 55 30 ％ 30 ％ 30 ％  

負債コスト   236     

無リスク利子率 0.1％ 0.1％ 237 0.1％ 0.1％ 0.1％  

市場ポートフォリオの期待収益率 3％ 3％ 237 3％ 3％ 3％  

β（ベータ）   237     

株主資本コスト %  237     

加重平均資本コスト %  238     

資本利益率-コスト・スプレッド        

株主資本スプレッド %  239     

総資本スプレッド %  239     

全事業投下資本スプレッド %  239     

 

 法定実効税率、無リスク利子率、市場ポートフォリオの期待収益率は、現実に合わせて、適宜変更してもよい。 

      法定実効税率を変更する場合は、計算式や根拠をここに示すこと。 

 

 

＜オプション：使わない場合は、削除する＞ 

  Ａ社      （数値欄３列目は『財務報告論第２版』参照ページ）               

企業価値・株価分析表 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 平均 

 27 年 3 月期 28 年 3 月期 29 年 3 月期 30 年 3 月期 31 年 3 月期 2 年 3 月期  

超過利益        

親会社株主に帰属する当期純利益   49     

株主資本コスト %  237     

株主資本合計 （百万円）   32     

株主資本正常利益 （百万円）        

株主資本超過利益 （百万円）        
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設問⑤ 企業分析と経営比較 

企業分析と経営比較のために準備した設問②および③の数値を使いながら、２つの会社を企業分析し、かつ

経営比較を行いなさい。 

「収益性分析」 

「ＲＯＥ分析」 

「キャッシュ・フロー分析」 

「財政状態分析」 

「活動性・能率性分析」 

「成長性分析」   

といった順番などで分析する。 

 

主要な分析項目の例： 

財務諸表数値：売上高、営業利益、最終利益、営業活動によるＣＦ、投資活動によるＣＦ、フリーＣＦ、 

総資産（資産合計）（総資本）、負債合計、純資産合計、利益剰余金 

 

財務比率：ＲＯＥ、ＲＯＡ、売上高最終利益率、売上高営業利益率、売上原価率、売上総利益率、 

売上高販管費比率、売上高総原価率 

自己資本比率、固定比率、流動比率、当座比率 

 

株式投資指標：ＥＰＳ、ＢＰＳ、ＰＥＲ、ＰＢＲ、配当利回り、株式時価総額、企業価値（市場評価） 

 

売上高、売上原価率の推移の分析の箇所では、その企業の主力製品やサービスについても説明するとよい。 

 

 

設問⑤追加 ＲＯＥ分析 

 

Step1 デュポンシステム［テキスト 221 頁］によりＲＯＥを数値分析する。 

ＲＯＥおよびその内訳の、年度間の推移表や、他社との比較表を作る。 

 

Step2 企業構造、経営構造、財務構造、経営戦略を考慮した ROE 戦略の検討 

分析している企業について、ROEが 8％未満または 10％未満の企業の場合 

 分析している企業が、次年度以降、ROE を高め、10％以上にし、長期持続的に、10％以上の ROE を維持

し続けることができるようにするための方策について 

 その内容を提案し、説明すること。 

 現状において、ROE が低い理由・メカニズムを財務構造および企業構造、経営構造の特質の観点から説明

する。どの財務数値をどのようなターゲットにもっていき、そのために、具体的にどうすればよいか、などを

説明すればよい。 

 

分析している企業について、ROEが 10％以上の企業の場合 

 分析している企業が、ROE を 10％以上にすることができている理由・メカニズムと、次年度以降も、長期

持続的に、10％以上の ROE を維持し続けることができるようにするための方策について 

 その内容を提案し、説明すること。 

ROE を 10％以上にすることができている理由・メカニズムを財務構造および企業構造、経営構造の特質の

観点から説明する。 
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設問⑥ 株価と企業価値の分析 

 設問②③④の数値を用いて、２つの会社について、株価と企業価値について分析しなさい。 

 

関係する数値： 

最終利益 最終利益増加率 ＲＯＥ ＲＯＡ 営業利益 事業利益 株価 株価上昇率 株式時価総額 

企業価値（市場評価） 配当金 ＤＰＳ ＥＰＳ ＰＥＲ ＢＰＳ ＰＢＲ 配当利回り 株式益回り 

株主資本スプレッド 総資本スプレッド 全事業投下資本スプレッド 

 

例：・最終利益と株価（または株式時価総額）のグラフ （時系列、散布図） 

  ・ＥＰＳと株価のグラフ （時系列、散布図） 

  ・ＲＯＥと株価（または株式時価総額）のグラフ （時系列、散布図） 

  ・ＲＯＡと株価（または株式時価総額）のグラフ （時系列、散布図） 

 

企業業績と株価は連動しているかどうか。（企業業績が独立変数、株価が従属変数） 

（企業業績を示す変数は最終利益、ＲＯＥ、営業利益などである。） 

ＥＰＳや営業利益、ＲＯＥを上げれば、株価が上がるかどうか。 

  

 

 

 

グラフの一例 

 

 （エクセルの、「第 2軸」グラフを使っている。） 

 

注：上記のグラフでは、８年分のデータになっているが、５年分のものを作成すればよい。 
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設問⑦ まとめ：企業の将来性 

 

企業の将来性を評価するために、ここまでに分析し説明してきた、企業の経営上、財務数値上の特徴や、長

所・短所、強み・弱みなどを、まとめる。 

その企業の、経営上・企業競争上の問題点・困難、経営課題、財務上の問題点を指摘し、それらに対する改

善策・対応策を提案するとよい。 

 最後に、その企業の将来性または期待について、データや資料に基づき言及する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考文献 

 参考文献を列挙して示すこと。 

 

 

 

 

 

 


